
 

貸借対照表 

（2023年１月 31日現在） 

   （単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 7,302 流動負債 4,925 

  現金及び預金 6,764 未払金 3,715 

  未収入金 537 未払法人税等 1,210 

  負債合計 4,925 

固定資産 5,795,745 （純資産の部）  

投資その他の資産 5,795,745 株主資本 5,794,013 

関係会社株式 5,695,745 資本金 10,000 

関係会社長期貸付金 100,000 資本剰余金 5,829,910 

  資本準備金 10,000 

繰延資産 2,659 その他資本剰余金 5,819,910 

  創立費 2,659 利益剰余金 △45,896 

  その他利益剰余金 △45,896 

  繰越利益剰余金 △45,896 

  新株予約権 6,768 

  純資産合計 5,800,781 

資産合計 5,805,707 負債・純資産合計 5,805,707 

 

 

 

  



個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

投資有価証券 

移動平均法による原価法 

 

（2）繰延資産の処理方法 

創立費 

定額法を採用しております。 

 

（3）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 (収益認識に関する会計基準等の適用) 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以下、「収益認識基

準」という。)等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによる財

務諸表への影響はありません。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（1）関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 537千円 

 

（2）貸出コミットメント（貸手側） 

  当社は、子会社１社と ICL貸付契約を締結し、貸付極度額を設定しております。これら契約

に基づく当事業年度末の貸出未実行残高等は、次のとおりであります。 

 当事業年度 
（2023年１月31日） 

貸出コミットメントの総額 100,000千円 

貸出実行残高 100,000 〃 

差引額 － 〃 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金であり、回収可能性がないと判断したため、全額評

価性引当額としております。 

 

４.関連当事者との取引に関する注記 

(1)法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  



 

(2)子会社及び関連会社等 

（単位：千円） 

種類 

会社等の

名称また

は氏名 

議決権等

の所有

（被所

有）割合 

関連当事

者との関

係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 

Japan 

Eyewear 

Holdings

株式会社 

所有 

直接 

51％ 

資金の援

助 

資金の貸付 

(注１) 
100,000 

関係会社長

期貸付金 
100,000 

利息の受取 

(注１) 
537 未収入金 537 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 市場金利を勘案した利率を合理的に決定しております。 

 

(3)役員個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額 10,105 円 87 銭 

 １株当たり当期純損失 36 円 06 銭 

 

６．重要な後発事象に関する注記 

子会社の吸収合併 

 当社は 2023年３月 17日開催の取締役会において、2023年５月１日を効力発生日とし、当

社を存続会社、当社の子会社である Japan Eyewear Holdings を消滅会社とする吸収合併を行

うことを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。 

(1)合併の目的 

 業務の集約及び人材配置の最適化により、経営の効率化を図ることを目的としています。 

(2)合併の要旨 

 ①合併の日程 

  合併決議承認取締役会 2023年３月 17日 

  合併契約締結日    2023年３月 17日 

  合併期日（効力発生日）2023年５月１日（予定） 

 ②合併の方式 

  当社を存続会社とする吸収合併方式で、合併後、Japan Eyewear Holdings株式会社は解 

散いたします。 

 

７．当期純損益金額 

  当期純損失 20,696 千円 
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